
平成３１年第１回北海道議会定例会提案補正予算（平成３０年度補正）について

（単位 千円）

１ 今回提案する歳入歳出補正予算は、次のとおりである。

一 般 会 計 １２６，００３，５５２
特 定 財 源 １２５，７５３，６１５
一 般 財 源 ２４９，９３７

特 別 会 計 ０
合 計 １２６，００３，５５２

（ 参 考 ）
（一 般 会 計） （特 別 会 計） （ 計 ）

前回までの計上額 2,856,894,323 1,119,168,261 3,976,062,584
今 回 計 上 額 126,003,552 0 126,003,552
合 計 2,982,897,875 1,119,168,261 4,102,066,136

２ 一般会計における財源は、次のとおりである。

特 定 財 源

分担金及び負担金 ７，５７４，６５６
国 庫 支 出 金 ７２，８２８，１５９
道 債 ４５，３５０，８００

一 般 財 源

地 方 交 付 税 ２４９，９３７

一 般 会 計 款 別 計 上 額

（単位 千円）

歳 入 歳 出

地 方 交 付 税 ２４９，９３７ 総 務 費 ５６５，８４５

分担金及び負担金 ７，５７４，６５６ 総 合 政 策 費 ３６０，０００

国 庫 支 出 金 ７２，８２８，１５９ 環 境 生 活 費 ７２２，７９７

道 債 ４５，３５０，８００ 保 健 福 祉 費 １，２２９，３５４

経 済 費 ２４７，７６９

農 政 費 ７０，７７４，４９７

水 産 林 務 費 １９，２９３，２８０

建 設 費 ２８，９４７，３２０

警 察 費 ４３，０９０

災 害 復 旧 費 ３，８１９，６００

計 １２６，００３，５５２ 計 １２６，００３，５５２



平成３１年第１回北海道議会定例会提案補正予算（平成３０年度補正）の主なもの

１ 公共事業 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

公共事業費 92,601,456 １ 補助事業 83,299,456

（１）緊急対策 33,912,353

債務負担行為限度額
区 分 総 額

30年度 31年度

3,747,000 (現年補正分) (ゼロ国債分)

総額 農 業 農 村 5,741,487 5,741,487 -

96,348,456 水 産 基 盤 5,172,266 5,172,266 -

漁 港 海 岸 95,000 95,000 -

繰越明許費 造 林 1,562,600 1,562,600 -

80,730,196 治 山 1,712,000 1,712,000 -

道 路 881,000 881,000 -

街 路 147,000 147,000 -

河 川 14,859,000 14,859,000 -

砂 防 2,881,000 2,881,000 -

海 岸 861,000 861,000 -

計 33,912,353 33,912,353 -

（２）その他 49,387,103

区 分 総 額
30年度 31年度

(現年補正分) (ゼロ国債分)

農 業 農 村 45,380,903 44,915,903 465,000

水 産 基 盤 1,552,000 - 1,552,000

造 林 3,657,200 3,557,200 100,000

治 山 2,544,000 914,000 1,630,000

計 53,134,103 49,387,103 3,747,000

２ 国直轄事業負担金 9,302,000

区 分 緊急対策 そ の 他 計

農業農村 250,000 3,458,000 3,708,000

水産基盤 2,551,000 178,000 2,729,000

道 路 904,000 - 904,000

河 川 1,524,000 - 1,524,000

砂 防 321,000 - 321,000

海 岸 116,000 - 116,000

計 5,666,000 3,636,000 9,302,000

２ 投資的事業 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

特別対策事業費 6,453,320 社会資本整備総合交付金の交付に伴う補正。

区 分 緊急対策 そ の 他 計

繰越明許費 道 路 6,453,320 - 6,453,320

6,312,008

平成31年度社会資本整備総合交付 限度額 平成31年度の公共土木工事等を早期発注するための

金事業に関する債務負担行為 5,597,000 債務負担行為限度額を設定する。

期 間 主な事業内容

【新規】 平成30年度～平成31年度 橋梁架替、現道拡幅等



３ 一般施策

○緊急対策 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

農業用ハウス強靭化緊急対策事業 23,000 台風等による農業用ハウスの被害を防止するため、

費 農業者等が行う補強等に要する経費に対して支援する。

繰越明許費 国交付金 農業用ハウス強靭化緊急対策事業費補助金

【新規】 23,000 補助金額 0.2億円（全国5.2億円）

事業主体 農業者団体等

事業内容 農業用ハウスの補強､防風ネットの設置等

補 助 率 国 1/2

原子力防災安全対策費 416,600 泊発電所周辺地域に所在する要配慮者施設等におけ

る放射線防護対策等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 原子力災害対策事業費補助金

416,600 対象施設 要配慮者施設等

事業主体 社会福祉法人等

現計予算額
事業内容

・放射線防護対策

534,504 ・資機材整備及び物資備蓄

補 助 率 国 10/10

海岸漂着物等地域対策推進事業費 71,165 市町村が実施する海岸漂着物の回収・処理に要する

経費に対して支援する。

現計予算額 国補助金 地域環境保全対策費補助金

173,071 事業主体 市町村

事業内容 海岸漂着物の回収・処理経費

補 助 率 国 7/10～9.5/10

社会福祉施設整備事業費 1,216,084 社会福祉法人等が行う施設の耐震化、ブロック塀改

修及び非常用自家発電設備の整備に対する支援。

繰越明許費 国補助金 社会福祉施設等施設整備費補助金ほか

1,215,810 補助金額 8億円（全国106億円）

事業主体 社会福祉法人等

現計予算額
対象施設

老人福祉施設、障がい者福祉施設、

2,653,157 児童福祉施設

・耐震化整備（７施設）

事業内容 ・ブロック塀改修（８施設）

・非常用自家発電整備（59施設）

負担割合 国 1/2、道 1/4、事業主体 1/4 など

自然公園等施設整備事業費 651,632 国立及び国定公園内の道有施設の改修等を行う。

国補助金 自然環境整備交付金

繰越明許費
対象施設

国立及び国定公園内の道有施設

651,632 （国立公園８施設、国定公園６施設）

事業内容 避難小屋、園路の改修等

現計予算額
補 助 率

国立公園：国 1/2

189,066 国定公園：国 4.5/10



○その他 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

被災農業者向け経営体育成支援事 1,130,000 被災した農業者が行う施設等の復旧経費に対して支

業費 援する。

区 分 内 容

繰越明許費 国補助金 被災農業者向け経営体育成支援事業費補助金

1,130,000 補助金額 11.3億円（全国216億円）

事業主体 市町村

現計予算額 対 象 者 被災農業者

4,240,000 対象経費 農業用施設・機械の復旧経費

補 助 率 国 1/2

所 要 額 1,130,000(地震:95,000、台風:1,035,000)

畑作構造転換事業費 1,466,720 ばれいしょ･てん菜栽培等の生産性向上を図るため、

農業者団体等が行う機械導入等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 畑作構造転換事業費補助金

1,466,720 補助金額 14.7億円（全国29.8億円）

事業主体 農業者団体等

現計予算額 事業内容 播種機、収穫機など省力化機械の導入

2,257,830 補 助 率 国 1/2

産地パワーアップ事業費 1,966,015 畑作、野菜産地の競争力強化を図るため、農業者団

体等が行う施設整備等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 産地パワーアップ事業費補助金

1,966,015 補助金額 19.7億円（全国400億円）

事業主体 農業者団体等

現計予算額 事業内容 施設整備、機械・機器のリース導入等

5,167,199 補 助 率 国 1/3～1/2

強い農業づくり事業費 2,000,000 農畜産物の販売拡大等に取り組む担い手の農業用施

設・機械整備に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 担い手確保･経営強化支援事業費補助金

2,000,000 補助金額 20億円（全国49.5億円）

事業主体 市町村

現計予算額 事業内容 農業用施設、機械整備

5,711,290 補 助 率 国 1/2

畜産・酪農収益力強化整備等特別 9,084,402 酪農・畜産業の競争力強化のため、農業者団体等が

対策事業費 行う施設整備等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 酪農畜産振興費補助金

9,084,402 補助金額 90.8億円（全国650億円）

事業主体 畜産クラスター協議会

現計予算額 事業内容 畜舎整備、機械等のリース導入

14,969,096 補 助 率 国 1/2

中山間地域所得向上支援事業費 625,000 中山間地域における所得向上を図るため､農業者等

が行う施設整備等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 中山間地域所得向上支援整備交付金等

625,000 補助金額 6.3億円（全国80億円）

事業主体 農業者・団体等

現計予算額 事業内容 施設整備(鳥獣被害防止、集出荷施設等)

1,409,200 補 助 率 国 1/2～10/10



（単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

水産業振興構造改善事業費 553,229 漁協等が行う施設整備に対して支援する。

国補助金 水産業競争力強化緊急施設整備事業費補助金

繰越明許費 補助金額 5.5億円（全国32.0億円）

553,229 事業主体 漁協等（雄武町、利尻漁協、沙留漁協）

事業内容 鮮度保持施設（貯氷施設、冷凍施設等）

現計予算額 補 助 率 国 1/2、55%

2,194,045

合板・製材・集成材生産性向上・ 2,997,985 林業・木材産業の生産性向上など体質強化に向け、

品目転換促進対策事業費 市町村等が行う路網整備等に対して支援する。

繰越明許費 国補助金 合板・製材生産性強化対策事業費補助金

【新規】 2,997,985 補助金額 29.9億円（全国218.5億円）

事業主体 市町村、民間事業者等

事業内容 路網整備、高性能林業機械導入等

補 助 率 国 1/2、定額

歴史文化資源を活用した観光拠点 360,000 開拓の村の歴史的建造物の改修等を行う。

整備事業費
国補助金

地方創生拠点整備交付金

繰越明許費 地方創生推進交付金

【新規】 360,000
補助金額

拠点整備交付金：1.7億円（全国600億円）

推進交付金：0.1億円

事業内容
・歴史的建造物の改修工事

・体験イベント関連設備の整備

補 助 率 国 1/2

４ 災害復旧費 （単位：千円）

事 業 名 予 算 額 事 業 の 概 要

緊急治山事業費 3,819,600 荒廃林地の復旧を行う。

区 分 災 害 箇 所

繰越明許費 治 山 地震 厚真町ほか４市町（85箇所）

3,819,600

現計予算額

9,432,172


